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1.	
 背景および目的	
 

	
 2011年度下期には東日本大震災をうけ、耐震性などの BCP(事
業継続計画)見直しを主目的とした上場企業の移転が急増した[1]。	
  
	
 加えて、近年、災害に対するリスクマネジメントに関心が集ま

っており、災害リスクを考慮した上で本社移転を行うという志向

は定着しつつある。本研究では、災害リスクの中の地震リスクの

みを扱うものとする。具体的には，①地震リスクと企業の損失費

用の関係を定量化し、②地震リスクを考慮した上での企業の本社

立地シミュレーションを行う事を目的とする。 
2.	
 研究方法	
 

切迫性が高いとされている東京湾北部地震(M7.3)が発生した
場合[2]を想定し、東京都心 5 区(千代田区、中央区、港区、新宿
区、渋谷区)、練馬区、豊島区、板橋区、北区及び埼玉、神奈川、
千葉の主要市町村における企業の本社立地シミュレーションを

行った。44の主要区市町村を街区とし、そこに立地している企業
2092社を企業エージェント（以下、Agt）とした。 
3.研究内容	
 

3−1	
 シミュレーションモデル概要	
 

本研究では、先行研究[3]のモデルに地震リスクという要素を

加えた。企業が立地している各街区は地域特性を変数として持ち、

企業はその値を元に、各街区から得られる利潤を算出し、その利

潤から導き出された立地の望ましさ（移動確率）が最大となる街

区へ移動する。移動確率は街区の利潤に比例するものとする。変

数に関しては、表 1に示す。許容量とは、街区にあと何社企業が

立地出来るかを示した値である。また、本研究では、地震が発生

した場合（以下、発生モデル）と地震が発生していない場合（以

下、安定モデル）の2種類のシミュレーションモデルを作成した。	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 表1：変数一覧	
 

3-2	
 企業利潤算出式	
 

企業利潤＝(街区 1㎡あたりから得られる利潤) – (街区 1㎡あた
りにかかる費用) で表現している。 
発生モデル：π＝(Fa×β+Pa×size)×(1−α)×2^cautious –(Re + 
C×cautious)×size×Y 
安定モデル：π＝(Fa×β+Pa×size)–(Re＋C×cautious)×size×
Y	
 ［Y：パラメータ］ 
3-3 立地選択式	
 

企業の移動確率=exp(ω×π(i))/Σ[k=i,n]exp(ω×π(i)) 
[π(i)=街区 iでの利潤	
 	
 ω：パラメータ] 
3-4 シナリオ設定	
 

	
 以下に街区初期設定一例を示す。 
表 2：街区初期設定一例[4-6]	
 

	
 

	
 

4.シミュレーション結果と考察	
 	
 

	
 本研究では、①発生モデル・安定モデルの両モデルにおいて各

企業に cautious=0（安全対策をしない）または 1（安全対策をす
る）を約半数の割合でランダムに与えた場合②発生モデル・安定

モデルの両モデルにおいて全企業に cautious=0（全企業が安全対
策をしない）を与えた場合の計 4つの場合でシミュレーション分
析を行い、結果を比較した。全企業が、移動するか否かの意思決

定を行い、移動を実行した場合、全街区の許容量の値を算出し直

すという一連の流れを 1ステップとし、以下に結果の一例を示す。 

5.結論と今後の展望	
 

	
 本研究のモデルにより、地震リスクを想定した際の企業の移転

状況の観察および今後の企業の立地状況の 1 つのケースとして、
企業が集積する市町村を予測する事が可能となった。今後の展望

として、本研究で構築したモデルは、リスク分散を目的とした東

京 23 区から他街区への企業の立地分散政策の提案の評価を行う
際に用いる事ができる。 
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図 1：発生モデルにおいて各企業 Agt に cautious=0もしくは 1を約
半数の割合でランダムに与えた場合 
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図 2：発生モデルにおいて全企業 Agtに cautious=0を与えた場合 
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